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１ 国民健康保険事業特別会計

(1)　歳　　　　入

不納欠損額

△ 0.3

△ 9.5△ 13.2 △ 9.3

対予算

Ⅲ 特 別 会 計

予 算 現 額

歳 入 歳 出 差 引 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

　当年度の決算収支の状況は、次のとおりである。

円

調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額に

している。

ている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減率

予算現額 調 定 額 収入済額

なお、一般会計からの繰入金は 千円で、前年度に比較すると、 千円の減少

区 分
対調定

となっている。

△ 551,693 △ 345,593 △ 349,412

単年度収支に財政調整基金積立金 千円を加算した実質単年度収支では

円

円

円

収入率 91.5％　(前年度 87.8％)

執行率 91.3％　(前年度 87.1％)

年度実質収支から前年度実質収支を差し引いた単年度収支では 千円の赤字と

６年度

11,265千円の赤字となっている。

収入率

全額翌年度に繰越

なっている。

歳入歳出差引額（形式収支）は 千円の黒字で、実質収支も同額となっており、当

　歳入歳出決算の状況は、次のとおりである。

おいては 千円（ ％）、収入済額においては 千円（ ％）それぞれ減少

不納欠損額は国民健康保険税の 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）増加し

前年度に比べ 3,187千円（5.6％）増加している。

収入未済額は 千円で、うち国民健康保険税 千円、諸収入 千円である。

７年度

増　減

（単位：千円，％）

収入未済額
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減少したものは、社会保障・税番号制度システム整備費補助金 69千円（92.0％）である。

県支出金で減少したものは、保険給付費等交付金の普通交付金 千円（ ％）、特別

７年度５年度

・

・

・

区　　分

② 使用料及び手数料以下の科目

７年度

合　計６年度

9,176千円（4.8％）で、増加した主なものは、職員給与等繰入金 71,541千円（皆増）である。

件　　数

県 支 出 金 △ 246,273

（単位：千円，％）

△ 52.5

　収入状況は、次のとおりである。

増減額 増減率

３年度以前

（単位：件，千円）

△ 8.9

国 庫 支 出 金

繰 越 金

△ 89.0

△ 24,345

△ 5.2

諸 収 入

国庫支出金で増加したものは、子ども・子育て支援事業費補助金 千円（皆増）で、

４年度

　収入未済額の年度別の内訳は、次のとおりである。

△ 15使 用 料 及 び 手 数 料

・ 諸収入で減少した主なものは、診療報酬差額返還金 千円（ ％）、一般被保険者第

三者納付金 5,663千円（98.4％)である。

繰入金で減少した主なものは、事務費等繰入金 千円（皆減）、保険基盤安定繰入金

交付金 3,405千円（3.8％）である。　

財産収入で増加したものは、財政調整基金収入（預金利子） 828千円（303.3％）である。

△ 47.1

繰 入 金

財 産 収 入

・

△ 17,615

６年度

金　　額

区　分

△ 48,789

49

△ 59.5△ 695

対予算 対調定

△ 0.7 △ 1.0

地 方 税 法
第 条 の
第 項の規定 ６年度

(△ 20.8)

不納欠損額

（単位：千円，件，％）

おいては 千円（ ％）、収入済額においては 千円（ ％）それぞれ

(△ 11)

区　分
増減率

(3年時効)

対前年度比較

収入未済額

△ 2.0

　収入状況は、次のとおりである。

地 方 税 法
第 条 の
第 項の規定

７年度
合 計

(5年時効)

地方税法第
条の規定

収入率

　科目別決算の状況は、以下のとおりである。

回っており、合計では 87.0％となり、前年度に比べ 1.0ポイント下回っている。

調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額に

合　計

(即時消滅)

減少している。

収入率（対調定）は、現年課税分が ％（前年度 ％）で前年度に比べ ポイ

（単位：千円，％）

　不納欠損額の内訳は、次のとおりである。

① 国民健康保険税

６年度

△ 14,330

△ 3.1

７
年
度

滞納繰越分

　なお、還付未済額が 56千円ある。　

　不納欠損額は 469件 5,834千円である。なお、前年度は 348件 5,298千円である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　収入未済額は 60,313千円で、前年度より 3,151千円（5.5％）増加している。

予算現額 調 定 額 収入済額

△ 2.4

現年課税分

区　分

増　減

増減率

△ 10,546△ 11,440

ント下回っている。滞納繰越分は ％（前年度 ％）で前年度に比べ ポイント上

(皆増)

皆増 皆増

増　減

(注)　(　)内数値は期別ごとの件数である。

(皆増)

生活困窮

増　減

増減率

６年度

所在不明

７年度
合 計

無財産
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減少したものは、社会保障・税番号制度システム整備費補助金 69千円（92.0％）である。

県支出金で減少したものは、保険給付費等交付金の普通交付金 千円（ ％）、特別

７年度５年度

・

・

・

区　　分

② 使用料及び手数料以下の科目

７年度

合　計６年度

9,176千円（4.8％）で、増加した主なものは、職員給与等繰入金 71,541千円（皆増）である。

件　　数

県 支 出 金 △ 246,273

（単位：千円，％）

△ 52.5

　収入状況は、次のとおりである。

増減額 増減率

３年度以前

（単位：件，千円）

△ 8.9

国 庫 支 出 金

繰 越 金

△ 89.0

△ 24,345

△ 5.2

諸 収 入

国庫支出金で増加したものは、子ども・子育て支援事業費補助金 千円（皆増）で、

４年度

　収入未済額の年度別の内訳は、次のとおりである。

△ 15使 用 料 及 び 手 数 料

・ 諸収入で減少した主なものは、診療報酬差額返還金 千円（ ％）、一般被保険者第

三者納付金 5,663千円（98.4％)である。

繰入金で減少した主なものは、事務費等繰入金 千円（皆減）、保険基盤安定繰入金

交付金 3,405千円（3.8％）である。　

財産収入で増加したものは、財政調整基金収入（預金利子） 828千円（303.3％）である。

△ 47.1

繰 入 金

財 産 収 入

・

△ 17,615

６年度

金　　額

区　分

△ 48,789
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２ 後期高齢者医療事業特別会計

(1)　歳　　　　入

歳 入 決 算 額

いる。

円

歳 入 歳 出 差 引 額

　歳入歳出決算の状況は、次のとおりである。

実質収支から前年度実質収支を差し引いた単年度収支では 千円の黒字となっている。

６年度

ては 千円（ ％）、収入済額においては 千円（ ％）それぞれ増加して

（単位：千円，％）

７年度

増　減

実質単年度収支も 296千円の黒字となっている。

△ 0.1

収入率 97.9％　(前年度 99.4％)

　当年度の決算収支の状況は、次のとおりである。

増減率 －

△ 1.5

調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
収入率

対予算 対調定

予 算 現 額

歳 出 決 算 額

円

歳入歳出差引額（形式収支）は 千円の黒字で、実質収支も同額となっており、当年度

執行率 97.8％　(前年度 99.4％)

調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額におい

　なお、還付未済額が 2,455千円あり、全額が後期高齢者医療保険料である。

円

となっている。

円

予算現額

なお、一般会計からの繰入金は 千円で、前年度と比較すると、 千円の増加

区 分

全額翌年度に繰越

51

(2)　歳　　　　出

千円（ ％）で、減少した主なものは、国民健康保険税徴収事業 千円（ ％

 である。

△ 9.0

保健事業費で増加したものは、保健活動支援事業 千円（ ％）、特定健康診査等事業

△ 252,289

・

 ％）、一般被保険者保険税還付金 3,907千円（50.7％）である。

△ 41.5

執行率

６年度

・ 保険給付費で減少した主なものは、一般被保険者診療報酬保険者負担金 千円（

△ 9.4

 342千円（1.0％）で、減少した主なものは、管理事務費 436千円（19.9％）である。

増減率

　科目別決算の状況は、次のとおりである。

総務費で増加した主なものは、総務管理費の管理事務費 千円（ ％）、職員給与費

諸 支 出 金 △ 47,344

・

・

６年度

７年度

区　　分

支出済額

基 金 積 立 金

国民健康保険事業費納付金で減少した主なものは、一般被保険者医療給付費分 千円

△ 328,398

諸支出金で減少した主なものは、国民健康保険保険給付費等交付金償還金 千円（

△ 34,605

　執行率は 91.3％となり、前年度を 4.2ポイント上回っている。

（単位：千円，％）

増　減

増減率 △ 9.0△ 13.2

翌年度繰越額

国民健康保険事業費納付金

保 健 事 業 費

－

△ 551,693

　支出済額は 3,311,963千円で、前年度に比べ 328,398千円（9.0％）減少している。

区分 不 用 額

　不用額は 314,252千円で、前年度に比べ 223,295千円（41.5％）減少している。

予算現額

△ 223,295

合　　　　計

△ 328,398

 ％）、一般被保険者高額療養費 32,458千円（8.0％）である。

（2.9％）、一般被保険者後期高齢者支援金等分 14,456千円（7.9％）である。

７年度

総 務 費

増減額

（単位：千円，％）

△ 4.5

保 険 給 付 費

△ 84.6

・
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２ 後期高齢者医療事業特別会計

(1)　歳　　　　入

歳 入 決 算 額

いる。

円

歳 入 歳 出 差 引 額

　歳入歳出決算の状況は、次のとおりである。

実質収支から前年度実質収支を差し引いた単年度収支では 千円の黒字となっている。

６年度

ては 千円（ ％）、収入済額においては 千円（ ％）それぞれ増加して

（単位：千円，％）

７年度

増　減

実質単年度収支も 296千円の黒字となっている。

△ 0.1

収入率 97.9％　(前年度 99.4％)

　当年度の決算収支の状況は、次のとおりである。

増減率 －

△ 1.5

調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
収入率

対予算 対調定

予 算 現 額

歳 出 決 算 額

円

歳入歳出差引額（形式収支）は 千円の黒字で、実質収支も同額となっており、当年度

執行率 97.8％　(前年度 99.4％)

調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額におい

　なお、還付未済額が 2,455千円あり、全額が後期高齢者医療保険料である。

円

となっている。

円

予算現額

なお、一般会計からの繰入金は 千円で、前年度と比較すると、 千円の増加

区 分

全額翌年度に繰越
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３ 介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）

(1)　歳　　　　入

執行率 97.0％　(前年度 96.7％)

歳 入 歳 出 差 引 額

予 算 現 額 円

円

歳 出 決 算 額

全額翌年度に繰越

収入率 97.0％　(前年度 97.0％)

円

（単位：千円，％）

△ 420

調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額に

歳 入 決 算 額

収入率

収入未済額は 千円で、前年度より 千円（ ％）減少している。この内訳は、

不納欠損額は介護保険料の 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）減少して

増減率

対予算

７年度

円

実質収支から前年度実質収支を差し引いた単年度収支では、 千円の赤字となって

なお、一般会計からの繰入金は 千円で、前年度と比較すると 千円の増加

区 分

　歳入歳出決算の状況は、次のとおりである。

△ 7.7

している。

△ 186

　当年度の決算収支の状況は、次のとおりである。

となっている。

　なお、還付未済額が 1,424千円あり、これは全額が第１号被保険者保険料である。

第１号被保険者保険料 729件全額である。

予算現額 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
対調定

△ 11.7

おいては 千円（ ％）、収入済額においては 千円（ ％）それぞれ増加

増　減

いる。

歳入歳出差引額（形式収支）は 千円の黒字で、実質収支も同額となっており、当年度

いる。実質単年度収支も同額の赤字となっている。

６年度

53

(2)　歳　　　　出

皆減

（単位：千円，％）

△ 3

増減率

後期高齢者医療保険料で増加したものは、特別徴収保険料 千円（ ％）である。

７年度

　科目別の収入状況は、次のとおりである。

増減率６年度区　　分

　支出済額は 548,668千円で、前年度に比べ 24,436千円（4.7％）増加している。

６年度

使 用 料 及 び 手 数 料

執行率

国 庫 支 出 金 皆増

後期高齢者医療保険料

７年度

合　　　　計

繰 入 金

支出済額

後期高齢者医療広域連合
納 付 金

諸 収 入

保 健 事 業 費

　不用額は 12,069千円で、前年度に比べ 8,731千円（261.6％）増加している。

△ 111繰 越 金

増減額

総務費で増加したものは、職員給与費 千円（皆増）、後期高齢者医療保険料徴収事業

2,971千円（41.5％）である。

７年度 増減額

諸 支 出 金

　執行率は 97.8％となり、前年度を 1.6ポイント下回っている。

△ 80.0

区　　分

（単位：千円，％）

予算現額

６年度

総 務 費

（単位：千円，％）

　科目別決算の状況は、次のとおりである。

区分

合　　　　計

増　減

増減率

翌年度繰越額

－

不 用 額

△ 1.6
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３ 介護保険事業特別会計

（保険事業勘定）

(1)　歳　　　　入

執行率 97.0％　(前年度 96.7％)

歳 入 歳 出 差 引 額

予 算 現 額 円

円

歳 出 決 算 額

全額翌年度に繰越

収入率 97.0％　(前年度 97.0％)

円

（単位：千円，％）

△ 420

調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額に

歳 入 決 算 額

収入率

収入未済額は 千円で、前年度より 千円（ ％）減少している。この内訳は、

不納欠損額は介護保険料の 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）減少して

増減率

対予算

７年度

円

実質収支から前年度実質収支を差し引いた単年度収支では、 千円の赤字となって

なお、一般会計からの繰入金は 千円で、前年度と比較すると 千円の増加

区 分

　歳入歳出決算の状況は、次のとおりである。

△ 7.7

している。

△ 186

　当年度の決算収支の状況は、次のとおりである。

となっている。

　なお、還付未済額が 1,424千円あり、これは全額が第１号被保険者保険料である。

第１号被保険者保険料 729件全額である。

予算現額 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
対調定

△ 11.7

おいては 千円（ ％）、収入済額においては 千円（ ％）それぞれ増加

増　減

いる。

歳入歳出差引額（形式収支）は 千円の黒字で、実質収支も同額となっており、当年度

いる。実質単年度収支も同額の赤字となっている。

６年度
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 （13.4％）である。

保険給付費で増加した主なものは、地域密着型介護サービス給付費 千円（ ％）、

総務費で増加した主なものは、職員給与費 千円（皆増）、管理事務費 千円・

保 険 給 付 費

増減率

・

地域支援事業費で増加した主なものは、介護予防・生活支援サービス給付費 千円

諸支出金で減少したものは、一般会計繰出金 1,545千円（7.7％）である。

・

諸 支 出 金

・

（12.4％）、閉じこもり等予防事業 2,600千円（32.5％）である。

（単位：千円，％）

基 金 積 立 金

７年度 ６年度 増減額

合　　　　計

　科目別決算の状況は、次のとおりである。

区　　分

高額介護サービス費 千円（ ％）で、減少した主なものは、居宅介護サービス給付費

9,353千円（0.8％）、特定入所者介護サービス費 3,235千円（2.9％）である。

△ 359 △ 0.9

地 域 支 援 事 業 費

総 務 費

55

(2)　歳　　　　出

％）、保険料 7,506千円（1.1％）である。

△ 7,506

△ 94.5

７年度

△ 1.1

支出済額

△ 0.2

△ 0.2

　科目別の収入状況は、次のとおりである。

不 用 額

７年度

諸 収 入

（単位：千円，％）

翌年度繰越額

支 払 基 金 交 付 金 △ 10,823 △ 1.0

繰 越 金

　支出済額は 4,086,105千円で、前年度に比べ 75,545千円（1.9％）増加している。

　執行率は 97.0％となり、前年度を 0.3ポイント上回っている。

６年度

執行率

（単位：千円，％）

合　　　　計

増減額

繰 入 金

使 用 料 及 び 手 数 料

区　　分

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

△ 54.9

６年度

越金 千円（ ％）で、減少した主なものは、支払基金交付金 千円（

増　減 △ 11,021

保 険 料

増減率

△ 5

増減率 －

増加した主なものは、繰入金 千円（ ％）、県支出金 千円（ ％）、繰

　不用額は 127,313千円で、前年度に比べ 11,021千円（8.0％）減少している。

△ 198

分 担 金 及 び 負 担 金

財 産 収 入

△ 8.0

予算現額区分

△ 10

△ 2,216
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 （13.4％）である。

保険給付費で増加した主なものは、地域密着型介護サービス給付費 千円（ ％）、

総務費で増加した主なものは、職員給与費 千円（皆増）、管理事務費 千円・

保 険 給 付 費

増減率

・

地域支援事業費で増加した主なものは、介護予防・生活支援サービス給付費 千円

諸支出金で減少したものは、一般会計繰出金 1,545千円（7.7％）である。

・

諸 支 出 金

・

（12.4％）、閉じこもり等予防事業 2,600千円（32.5％）である。

（単位：千円，％）

基 金 積 立 金

７年度 ６年度 増減額

合　　　　計

　科目別決算の状況は、次のとおりである。

区　　分

高額介護サービス費 千円（ ％）で、減少した主なものは、居宅介護サービス給付費

9,353千円（0.8％）、特定入所者介護サービス費 3,235千円（2.9％）である。

△ 359 △ 0.9

地 域 支 援 事 業 費

総 務 費

55
― 67 ―



４ 魚市場事業特別会計

(1)　歳　　　　入

　減少したものは、一般会計繰入金 76千円（1.4％）である。

(2)　歳　　　　出

　減少したものは、管理事務費 76千円（1.4％）である。

　歳入歳出決算の状況は、次のとおりである。

歳 入 歳 出 差 引 額

予 算 現 額

７年度

歳入歳出差引額（形式収支）は 円となっており、当年度実質収支から前年度実質収支を

なお、一般会計からの繰入金は 千円で、前年度と比較すると 千円の減少と

　執行率は 74.0％となり、前年度を 13.5ポイント下回っている。

収入済額

翌年度繰越額区分 不 用 額

（単位：千円，％）

対予算 対調定

－△ 1.4

支出済額

７年度

円

執行率

６年度

△ 76

　不用額は 1,921千円で、前年度に比べ 1,129千円（142.6％）増加している。

△ 1.4

歳 入 決 算 額 収入率 74.0％　(前年度 87.5％)

　当年度の決算収支の状況は、次のとおりである。

なっている。

△ 76

増減率

予算現額

－

予算現額 調 定 額

円 執行率 74.0％　(前年度 87.5％)

調定額 千円の全額が収入され、前年度に比べ 千円（ ％）減少している。

増　減

増　減

増減率

△ 13.5

　支出済額は 5,474千円で、前年度に比べ 76千円（1.4％）減少している。

区 分

６年度

円

差し引いた単年度収支は 0円となっている。

不納欠損額 収入未済額

△ 76

収入率

歳 出 決 算 額

円

（単位：千円，％）

△ 1.4 －

△ 13.5

57

（介護サービス事業勘定）

(1)　歳　　　　入

(2)　歳　　　　出

収入の介護予防サービス計画費 616千円（4.9％）である。

△ 6.3

－

収入未済額

なお、一般会計からの繰入金は 千円で、前年度と比較すると 千円の減少と

不納欠損額
対予算

△ 3.1

△ 1,785

（単位：千円，％）

△ 3.1

　歳入歳出差引額（形式収支）は、0円となっている。

増　減

歳 出 決 算 額

対調定

なっている。

－

翌年度繰越額

減少したものは、職員給与費 千円（ ％）で、増加したものは、介護予防

△ 915

ケアプラン作成事業 4,206千円（26.5％）である。

予算現額

予算現額

６年度

△ 1,785

調定額 千円の全額が収入され、前年度に比べ 千円（ ％）減少している。

△ 6.3

△ 3.2

　当年度の決算収支の状況は、次のとおりである。

△ 3.2

６年度

　減少したものは、一般会計繰入金 2,413千円（15.5％）で、増加した主なものは、サービス

△ 6.3増減率

　執行率は 91.7％となり、前年度を 3.2ポイント下回っている。

　歳入歳出決算の状況は、次のとおりである。

収入済額

不 用 額

－

増　減

増減率

（単位：千円，％）

７年度

収入率

支出済額 執行率

△ 915

△ 1,785

　不用額は 2,394千円で、前年度に比べ 870千円（57.1％）増加している。

７年度

円

区分

円

執行率 91.7％　(前年度 94.9％)

収入率 91.7％　(前年度 94.9％)

歳 入 歳 出 差 引 額

歳 入 決 算 額

　支出済額は 26,494千円で、前年度に比べ 1,785千円（6.3％）減少している。

区 分 調 定 額

円

円

予 算 現 額
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４ 魚市場事業特別会計

(1)　歳　　　　入

　減少したものは、一般会計繰入金 76千円（1.4％）である。

(2)　歳　　　　出

　減少したものは、管理事務費 76千円（1.4％）である。

　歳入歳出決算の状況は、次のとおりである。

歳 入 歳 出 差 引 額

予 算 現 額

７年度

歳入歳出差引額（形式収支）は 円となっており、当年度実質収支から前年度実質収支を

なお、一般会計からの繰入金は 千円で、前年度と比較すると 千円の減少と

　執行率は 74.0％となり、前年度を 13.5ポイント下回っている。

収入済額

翌年度繰越額区分 不 用 額

（単位：千円，％）

対予算 対調定

－△ 1.4

支出済額

７年度

円

執行率

６年度

△ 76

　不用額は 1,921千円で、前年度に比べ 1,129千円（142.6％）増加している。

△ 1.4

歳 入 決 算 額 収入率 74.0％　(前年度 87.5％)

　当年度の決算収支の状況は、次のとおりである。

なっている。

△ 76

増減率

予算現額

－

予算現額 調 定 額

円 執行率 74.0％　(前年度 87.5％)

調定額 千円の全額が収入され、前年度に比べ 千円（ ％）減少している。

増　減

増　減

増減率

△ 13.5

　支出済額は 5,474千円で、前年度に比べ 76千円（1.4％）減少している。

区 分

６年度

円

差し引いた単年度収支は 0円となっている。

不納欠損額 収入未済額

△ 76

収入率

歳 出 決 算 額

円

（単位：千円，％）

△ 1.4 －

△ 13.5
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